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令和６・７・８年度ふるさと納税寄附受納支援業務に係る 

公募型プロポーザル実施要領 

 

（趣旨） 

この要領は、一般社団法人佐賀市観光協会（以下「本会」という。）が実施するふるさと

納税寄附受納支援業務（以下「本業務」という。）の委託契約の締結については、透明性、

競争性及び公正性を確保するために、別に定めるもののほかこの要領の定めるところによ

る。 

 

１ 委託業務の内容 

(１) 業務の名称 

令和６・７・８年度ふるさと納税寄附受納支援業務 

(２) 業務の目的 

① この要領は、一般社団法人佐賀市観光協会（以下「委託者」という。）がふるさと納税

寄附受納支援業務（以下「本業務」という。）を受託する者（以下「受託者」という。）を

選定するために必要な事項を定める。 

② 本業務は、ふるさと納税寄附者（以下「寄附者」という。）が、佐賀市（以下「市」と

いう。）に対し寄附を行う場合に、市に応援したいとの寄附者の想いを尊重し、寄附受納

に関する円滑な支援を行うことにより、市のイメージアップや寄附者の拡大、加えてふ

るさと納税返礼品発送業務との連携を図ることにより、寄附者の顧客満足度を上げると

ともに事務の効率化を図る。 

③ 市に寄せられた個人情報及び寄附控除申請情報を適切に管理及び処理できる専門性の

高い事業者に委託することで、自治体が実施するふるさと納税制度の安心感を損なうこ

となく業務を推進することを目的とする。 

(３) 契約期間 

令和６年４月１日から令和９年３月３１日まで 

(４) 契約の相手方の選定 

本業務は、公募による企画提案を募集し、優れた提案及び能力を有し最も適格と判断され

る事業者を契約予定者とする。 

(５) 業務内容 

別紙１ 令和６・７・８年度ふるさと納税寄附受納支援業務委託仕様書（以下「仕様書」

という。）のとおり 

 

２ 予定価格の公表等 

予定価格は公表しない。 
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３ 応募資格 

(１) 企画提案に応募できる者に必要な資格は、次のとおりとする。 

① 個人情報及び特定個人情報保護の観点から、ＰＭＳ又はＩＳＭＳの認証を取得して

いること。 

② 本業務の管理については、シフトプラス株式会社が開発したふるさと納税管理シス

テム レジホーム（以下「レジホーム」という。）を使用していることから、シフトプラ

ス株式会社との間に既にレジホームに関する利用契約がある、もしくは今後契約を結

ぶ予定があること。 

③ 佐賀市内に本店または事業所を有している者であること。 

④ 地方自治法施行令(昭和２２年政令第１６号)第１６７条の４の規定に該当しない者 

⑤ 会社更生法(平成１４年法律第１５４号)又は民事再生法(平成１１年法律第２２５号)

に基づき更生手続き開始又は民事再生手続き開始の申し立てがなされていない者 

⑥ 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号）に抵触

する行為を行っていない者であること。 

⑦ 企画提案書の提出期限までの間、公共機関等から指名停止措置又は指名回避措置を受

けていない者 

⑧ 国税及び地方税の滞納が無いこと。 

⑨ 当該業務の円滑な履行ができる実施体制が整備できること。 

⑩ 自己又は自社の役員等が、次の各号のいずれにも該当する者ではないこと及び次の各

号に掲げる者が、その経営に実質的に関与していないこと。 

ア 暴力団(暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第７７号)

第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。)  

イ 暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

ウ 暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 

エ 自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的

をもって暴力団又は暴力団員を利用するなどしている者 

オ 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど、直接的若

しくは積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者 

カ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

キ 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者 

(２)本業務の再委託は原則禁止とするが、業務の一部を再委託することにより、市及び委託

者にとってメリットがあると判断する場合は、一部再委託を認める場合がある。その場合、

再委託先の事業者が上記(１)の①～⑩を満たさなければならない。 

 

 

４ スケジュール（予定を含む。） 
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項 目 期 日 

公告 1月 26日（金） 

質問受付期限 2月 2日（金）正午まで 

質問の回答 随時質問者に回答する。 

最終的には、令和 6年 2月 9日（金）まで 

企画提案書の提出期限 2月 16日（金）午後５時まで 

審査 2月 20日（火）を予定 

審査結果の通知 2月 22日（木）まで 

業務委託契約の締結・業務開始 4月１日（月） 

 

(１) 企画提案書作成等に関する質問の受付 

① 受付期限 令和 6年 2月 2日（金）正午まで（必着） 

② 提出方法 

・指定様式（様式第３）を用いて、電子メールにより提出すること。 

・電子メールアドレスは、下記のとおりとする。 

furusato@sagabai.com（佐賀市観光協会ふるさと納税課） 

・電子メールの件名は「プロポーザル質問」と入力し、指定様式を添付した上で送信する

こと。また、電話にて受信確認をすること。 

・電話や口頭、受付期間以外の質問は一切受付しない。 

(２) 回答質問に対する回答は、随時質問者に回答する。最終的には令和 6年 2月 9日（金）

までに回答する。 

ただし、質問又は回答の内容が質問者の具体的な提案事項に密接にかかわるものでな

く、質問者において共有した方がよいと本会が判断する事項については、質疑応答集を作

成し、本会のホームページ上で公表する。 

 

５ 企画提案書の提出 

(１) 提出書類及び部数 

① 企画提案書表紙（様式１） 正本１部 

② 企画提案書（自由様式） 正本１部 副本５部 

・日本工業規格Ａ４判片面印刷で 30 頁以内を目安とする 両面印刷する場合は 15 頁と

する。 

・仕様書に基づき、提案者のノウハウ、企画等を提案し、特色が分かりやすいものとする

こと。具体的には、以下について記載すること。図表等を用いることも可とする。 

企画概要 ・企画提案する内容全体の考え方、コンセプト等について記載すること。 

実施体制 ・事業実施体制について記載すること。なお、従事予定者について、参

考となる履歴、資格等がある場合はその旨を記載すること。 
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企画案の内容 ・仕様書に基づき、ワンストップ申請の受付からマイナンバー管理シス

テムへの登録、名寄せ処理までのマニュアルを提案すること。 

・市への寄附受納に関する支援により、市のイメージアップや寄附拡大

を図る企画があれば提案すること。 

・委託者が実施するふるさと納税返礼品発送業務との連携を図るための

方策の企画を提案すること。 

・業務安全性担保のための取り組みを提案すること。 

・個人情報漏洩防止のための対策とその運用、不測の事態が生じた場合

の対応方策を提案すること。 

・その他、仕様書に掲げる目的達成のため、実施できる取組や強みがあ

れば提案すること。 

スケジュール ・全体スケジュール及び進行管理について記載すること。 

実績 ・過去に国又は地方公共団体から受注した同様又は類似の業務実績があ

る場合は、その内容について記載すること。 

③ 付属書類 各１部 

・会社等の概要（様式任意。既存のパンフレット等可） 

・履歴事項全部証明書（提出日の３か月以内の原本） 

・個人情報漏洩事故等に対応した保険の写し（但し必須ではない） 

・国税（法人税及び消費税）、地方税の納税証明書（過去を含めて税に未納がないことが

確認できること。） 

④ 費用見積書 正本１部 

以下、見積単価内訳表（令和６年度経費を計算すること。以下同じ）を提出すること。 

・①寄附受納書・ワンストップ特例申請書の作成及び発送業務に関して、１件当たりの単

価（送料・消費税を含まない金額）及び１件当たりの単価に令和７年３月３１日までの

見込件数を乗じて得た額を記入すること。 

・②ワンストップ特例申請受付業務および名寄せ業務１件当たりの単価（消費税を含まな

い金額）及び１件当たりの単価に令和７年３月３１日までの見込件数を乗じて得た額

を記入すること。 

・③佐賀市は、オンラインワンストップ申請の対応自治体であり、さとふるオンライン及   

 び自治体マイページを利用していることから、名寄せ業務実施時期にオンライン申請

者のデータを受託者に提供し、受託者は、受託者の責任にて名寄せ処理を行う。このオ

ンラインワンストップ名寄せ処理業務に関して、②に示す見積もり算出と同様の手法

で、見積金額を記入すること。費用が掛からない場合は、単価を 0 円として記入する

こと。 

・④寄附者からの問い合わせ等に関する業務に関して令和 6年 4月 1日から令和７年３

月３１日までの期間内の金額（消費税を含まない金額）を記入すること。 
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・①～④の合計金額（消費税を含まない金額）を記入すること。 

・消費税及び地方消費税の課税業者であるか免税業者であるかを問わず、契約を希望する

金額から消費税及び地方消費税に相当する額を減じた額を見積書に記載すること。た

だし、契約にあたっては見積書に記載した金額に、消費税及び地方消費税に相当する額

を加算した金額をもって契約金額とする。 

(２) 提出期限 令和６年２月 16日（金）午後５時まで（必着） 

(３) 提出方法 持参又は郵送による。（郵送の場合は２月 16日（金）正午までに必着） 

(４) 提出先 〒８４０－０８２６ 佐賀市白山二丁目７番１号 エスプラッツ２階 

一般社団法人佐賀市観光協会 ふるさと納税課 

 

６ 業務委託候補者の選考 

(１) 選考方法 

① １次審査及び２次審査による審査を行う。 

② １次審査は、書類審査により行う。審査結果は、確定後直ちに、提案者に電子メール

及び文書で通知する。 

③ ２次審査は、プレゼンテーションにより行う。１申請者につき５０分（説明３０分、

質疑２０分）を予定し、順次個別に行う。 

④ ２次審査の結果により提案内容の順位付けを行い、順位が１位である提案者を業務

委託候補者とし、１位の者と本会が協議・合意の上、契約内容を決定し、候補者が契

約者となる。この協議が不調となり１位の者を契約者とすることができなかった場

合は、次順位の者と順次協議を行い合意の上契約内容を決定し、最終的な契約者を決

定する。 

⑤ 詳細については、別途連絡することとする。 

(２) 選考基準 

別紙「審査項目及び配点（合計１００点）」により行うものとする。 

  

７ 欠格事由 

(１) 次のいずれかに該当する場合は、応募者を失格とする。 

① 提出された提案書等に記載されている文字の判読が困難である場合、又は文意が不

明である場合 

② 本実施要領等に従っていない場合 

③ 選考に参加しなかった場合 

④ 同一の応募者が２つ以上の提案書を提出した場合 

⑤ 企画提案方式による公正な企画提案の執行を妨げた場合 

⑥ 民法（明治２９年法律第８９号）第９０条（公序良俗違反）、第９３条（心裡留保）、

第９４条（虚偽表示）又は第９５条（錯誤）に該当する提案を行った場合 
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⑦ 発表済の内容と酷似した提案を行った場合 

(２) その他 

① 企画提案書の提出を取り下げる場合は、速やかに「参加辞退届」（様式第２）を提出

すること。 

② 参加辞退届の提出があった場合も、既に提出された企画提案書等は返却しない。 

③ 企画提案書等の再提出は認めない。 

④ 審査は提出された企画提案書等により行うが、提案受付後、提案内容について説明を

求めることがある。 

  

８ その他必要な事項 

(１) 契約に関する条件等 

① 業務内容の協議 

契約後の業務にあたっては、企画提案された業務そのものを実施するものではなく、本

会と十分に協議の上、決定するものとする。 

② 機密情報の取扱い及び関係法令の遵守 

受託者は、本提案の実施及び本業務を通じて知り得た、個人情報を含むすべての情報

（既に公知になっている情報は除く）は、機密情報として取扱うこととする。 

③ 契約内容の変更 

委託者が実施するふるさと納税推進業務について、佐賀市から委託者への委託業務が

何らかの事由により中止または停止もしくは変更等になった場合、また国のふるさと

納税制度の変更など、止むを得ない事由により変更せざるを得なくなった場合には、契

約の内容を変更し、又はこの契約の全部若しくは一部を中止する可能性があるものと

する。 

(２) その他留意事項 

① 企画提案書の取り扱い 

ア 提出された企画提案書は、原則として返却しない。また、提出期限以降における企画

提案書の差し替え及び再提出は原則として認めない。 

イ 企画提案書作成に要する費用等は、すべて提案者の負担とする。 

② 提出後の変更 

企画提案書に記載した配置予定の総括担当者等を変更することはできない。  
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別紙 

審査項目及び配点（合計１００点） 

 

評価項目 観点 配点 

業務提案内容及び姿勢 ・事業の目的、趣旨を十分に理解した上

で、具体的かつ実効性の高い提案となって

いるか 

・仕様書に示された寄附受納に関する円

滑な支援について十分に理解し、マニュア

ルの内容に反映されているか。 

・適切な業務マニュアルが構築され、寄附

者の信頼を損なわない工夫がされている

か。 

・市のイメージアップや寄附者の拡大を

図るための方策や委託者が実施するふる

さと納税返礼品発送業務との連携を図る

ための方策等について、具体的かつ分かり

やすいものとなっているか。 

・事業安全性の担保について、具体的かつ

実効性が見込めるものとなっているか。 

・その他の提案が、本業務の目的達成の為

に具体的かつ有効な内容となっているか。 

７０ 

業務遂行能力 実施体制及び役割分担が具体的に明示さ

れているか。 

類似の業務実績について提示があるか。 

１０ 

経費積算の妥当性 提案内容に対する積算金額は妥当か。 

また、経費内訳は明確かつ適切に記載され

ているか。 

２０ 

合  計 １００ 
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様式第１ 

提案書 

 年   月   日 

佐賀市観光協会会長 牛島 英人 様 

郵便番号 

住所（所在地） 

団体名 

代表者名  

 

令和６・７・８年度ふるさと納税寄附受納支援業務公募型プロポーザルに応募したいの

で、「令和６・７・８年度ふるさと納税寄附受納支援業務公募型プロポーザル実施要領」

に基づき下記書類を添えて提案書を提出します。 

 

 

記 

 

 

１ 企画提案書（自由様式。ただし、Ａ４判片面印刷で３０頁以内を目安とする。） 

  

２ 提案書付属書類(各１部) 

・会社等の概要 

・履歴事項全部証明書 

・個人情報漏洩事故等に対応した保険の写し（但し必須ではない） 

・国税（法人税及び消費税）、地方税の納税証明書（過去を含めて税に未納がないことが確

認できること。） 

 

３ 費用見積書 １部 
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様式第２ 

 年   月   日 

 佐賀市観光協会会長 牛島 英人 様 

 

郵便番号 

住所（所在地） 

団体名 

代表者名  

 

 

参 加 辞 退 届 

 

令和６・７・８年度ふるさと納税寄附受納支援業務に関する委託業者選定のための公募

型プロポーザルを辞退します。 
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様式第３ 

質問用紙 

 

法人等名 

 

 

 

 

担当部署 

 

 

 

 

担当者職・氏名 

 

 

 

 

質問件名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

質問内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


